
宮城県旅客運送事業者燃料価格等高騰対策支援金交付要綱 

 

 

（目的） 

第１条 燃料価格等の高騰で経営に大きな影響が生じている乗合バス事業者、貸切バス事業者、

タクシー事業者、福祉タクシー事業者及び自動車運転代行業者（以下「交通事業者等」という。）

に対して、その事業継続を支援し、県民生活への影響を回避するため、補助金等交付規則（昭

和５１年宮城県規則第３６号）及びこの要綱に定めるところにより、予算の範囲内において宮

城県旅客運送事業者燃料価格等高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）乗合バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定する一

般乗合旅客自動車運送事業を行う者をいう。 

（２）貸切バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ロに規定する一

般貸切旅客自動車運送事業を行う者をいう。 

（３）タクシー事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ハに規定する一

般乗用旅客自動車運送事業を行う者をいう。 

（４）福祉タクシー事業者 タクシー事業者であって、「一般乗用旅客自動車運送事業（福祉輸

送事業限定）の許可等の取扱いについて」（平成１８年９月２５日付国自旅第１６９号国土

交通省自動車交通局長通知）に基づき福祉輸送事業を行う者をいう。 

（５）自動車運転代行業者 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成１３年法律第

５７号）第４条の認定を受けて自動車運転代行業を営む者をいう。 

 

（交付対象者） 

第３条 支援金の交付対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号に掲げる者とす

る。 

（１）県内に営業所を置く乗合バス事業者であって、別表第１の１に掲げる者 

（２）県内に営業所を置く貸切バス事業者であって、別表第２の１に掲げる者 

（３）県内に営業所を置くタクシー事業者であって、別表第３の１に掲げる者 

（４）県内に営業所を置く福祉タクシー事業者であって、別表第４の１に掲げる者 

（５）県内に営業所を置く自動車運転代行業者であって、別表第５の１に掲げる者 

２ 暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団員等は、交

付申請を行うことができない。 

 

 （支援金の交付額） 

第４条 支援金の交付額は、乗合バス事業者にあっては別表第１の２、貸切バス事業者にあって

は別表第２の２、タクシー事業者にあっては別表第３の２、福祉タクシー事業者にあっては別

表第４の２、自動車運転代行業者にあっては別表第５の２に定める額とする。 

 



（交付申請） 

第５条 交付対象者のうち支援金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）は、宮城県旅客

運送事業者燃料価格等高騰対策支援金交付申請書兼実績報告書兼請求書（乗合バス事業者にあ

っては様式第１－１号、貸切バス事業者にあっては様式第１－２号、タクシー事業者にあって

は様式第１－３号、福祉タクシー事業者にあっては様式第１－４号、自動車運転代行業者にあ

っては様式第１－５号）に、次に掲げる書類を添えて、知事に提出するものとする。 

（１）乗合バス事業者にあっては別表第１の３に掲げる書類 

（２）貸切バス事業者にあっては別表第２の３に掲げる書類 

（３）タクシー事業者にあっては別表第３の３に掲げる書類 

（４）福祉タクシー事業者にあっては別表第４の３に掲げる書類 

（５）自動車運転代行業者にあっては別表第５の３に掲げる書類 

 

（交付決定） 

第６条 知事は、前条による支援金の交付申請があった場合は、その内容を審査し、支援金を交

付すべきものと認めるときは、支援金の交付を決定し、その旨を申請者に通知するものとする。 

 

（支援金の経理等） 

第７条 交付決定を受けた申請者は、支援金に係る経理について、その収支の事実を明確にした

証拠書類を関係書類とともに、事業が完了した日の属する県の会計年度の翌年度から起算して

５年間保存しなければならない。 

 

（交付決定の取消し） 

第８条 知事は、支援金の交付決定後に、申請内容に虚偽が認められたときその他不正の手段に

より支援金の交付を受けたことが判明した場合は、当該支援金の交付決定の全部又は一部を取

り消すものとする。既に支援金が支払われている場合は、交付決定を受けた申請者は取消しに

係る支援金を速やかに返還しなければならない。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、支援金の支給等に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和５年７月１３日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和５年１２月２０日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年１２月１８日から施行し、令和６年度予算に係る補助金に適用する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１２月２２日から施行し、令和７年度予算に係る補助金に適用する。 

 

  



別表第１ 乗合バス事業者 

１ 交付対象者及び 

交付対象車両 

【交付対象者】 

次の要件を全て満たす乗合バス事業者（公営乗合バス事業者を除く。）  

（１）令和７年４月１日から交付申請日までの間継続して事業を実

施した者 

（２）交付申請日以降も事業を継続する予定の者 

（３）県内に事業所を有する者 

 （４）県内を発地又は着地とする系統（一般路線バス、高速バス）

を定期運行している者 

【交付対象車両】 

 令和７年４月１日から交付申請日までの間、継続して国土交通省東

北運輸局に登録し、かつ、交付申請時点で運行を継続し県内の営業所

に所属している乗合バス車両（リース車両を含む。） 

 ただし、市町村等の委託又は補助による住民（代替）バスの運行の

用に限り使用する車両を除く。 

なお、令和７年４月１日から交付申請日までの間に登録変更が生じ

た次の車両も対象とする。  

・減車ではなく、老朽化等を理由として廃車し、その代替車両があ

る場合（新旧の車両を合わせて１台とみなす。） 

２ 交付額 車両１台につき１４万円 

３ 申請書の添付書類 （１）一般乗合旅客自動車運送事業の許可証の写し 

※（許可証以外の場合は）運輸支局が発行する証明書の写し 

（２）令和７年４月１日が期間に含まれる一般乗合旅客自動車運送事

業の事業計画（事業用自動車の数）の写し 

（３）上記に対する、登録番号を記した車両一覧表（様式は任意。た

だし、令和７年４月１日から交付申請日までの間、廃車及び廃車

代替購入があった場合にはその旨を付記すること。） 

（４）支援金交付対象となる車両の自動車検査証の写し（電子化され

た自動車検査証にあっては自動車検査証記録事項の写し） 

（５）支援金受取口座の通帳の写し（金融機関名・支店名、口座種別、

口座番号・口座名義人確認用） 

（６）その他知事が必要と認める書類（代替した車両がある場合は、  

代替前の車両についても（３）、（４）の書類又は、代替前の車両

であったことを確認できる書類） 

 



別表第２ 貸切バス事業者 

１ 交付対象者及び 

交付対象車両 

【交付対象者】 

次の要件を全て満たす貸切バス事業者 

（１）令和７年４月１日から交付申請日までの間継続して事業を実

施した者 

（２）交付申請日以降も事業を継続する予定の者 

（３）県内に事業所を有する者 

【交付対象車両】 

 令和７年４月１日から交付申請日までの間、継続して国土交通省東

北運輸局宮城運輸支局に一般貸切旅客自動車運送事業用自動車とし

て届出し、かつ、交付申請時点で運行を継続し県内の営業所において

継続して保有している車両（リース車両を含む。） 

 なお、次の車両も対象とする。 

 ・令和７年４月１日から交付申請日までの間に老朽化等を理由とし

て廃車し、その代替車両がある場合（新旧の車両を合わせて１台

とみなす。） 

２ 交付額 車両（大型車・中型車・小型車・コミューター車）１台につき４万円 

３ 申請書の添付書類 （１）一般貸切旅客自動車運送事業の許可証の写し 

※（許可証以外の場合は）運輸支局が発行する証明書の写し 

（２）支援金交付対象となる車両の登録番号（車両番号）及び車種区

分（大型車・中型車・小型車・コミューター車）を記した車両一

覧表（様式は任意。ただし、令和７年４月１日から交付申請日ま

での間、廃車及び廃車代替購入があった場合にはその旨を付記す

ること。） 

（３）支援金交付対象となる車両の自動車検査証の写し（電子化され

た自動車検査証にあっては自動車検査証記録事項の写し） 

（４）支援金受取口座の通帳の写し（金融機関名・支店名、口座種別、

口座番号・口座名義人確認用） 

（５）その他知事が必要と認める書類（代替した車両がある場合は、 

代替前の車両についても（２）、（３）の書類又は、代替前の車両

であったことを確認できる書類） 



別表第３ タクシー事業者 

１ 交付対象者及び 

交付対象車両 

【交付対象者】 

次の要件を全て満たすタクシー事業者（福祉輸送事業限定を除く。） 

（１）令和７年４月１日から交付申請日までの間継続して事業を実

施した者 

（２）交付申請日以降も事業を継続する予定の者 

（３）県内に営業所を有する者 

【交付対象車両】 

令和７年４月１日から交付申請日までの間、継続して国土交通省東

北運輸局宮城運輸支局に事業用自動車として届出し、かつ、交付申請

時点で運行を継続し県内の営業所において継続して保有している車

両（リース車両を含む。） 

 ただし、市町村等の委託又は福祉輸送事業の用に限り使用する車両

を除く。 

なお、次の車両も対象とする。 

・令和７年４月１日から交付申請日までの間に老朽化等を理由と

して廃車し、その代替車両がある場合（新旧の車両を合わせて１

台とみなす。） 

２ 交付額 車両１台につき２万円（交付対象車両のうち、別表第４の２交付額

について、交付申請をした車両を除く。以下この表において同じ。） 

３ 申請書の添付書類 （１）一般乗用旅客自動車運送事業の許可証の写し 

※（事業の譲渡を受けた場合は）譲渡譲受認可証の写し 

※（許可証又は認可証以外の場合は）運輸支局が発行する証明書

の写し 

（２）支援金交付対象となる車両の登録番号（車両番号）及び車種区

分（小型車・普通車など）を記した車両一覧表（１人１車制個人

タクシーを除く。様式は任意。ただし、令和７年４月１日から交

付申請日までの間、廃車及び廃車代替購入があった場合にはその

旨を付記すること。） 

（３）支援金交付対象となる車両の自動車検査証の写し（電子化され

た自動車検査証にあっては自動車検査証記録事項の写し） 

（４）支援金受取口座の通帳の写し（金融機関名・支店名、口座種別、

口座番号・口座名義人確認用） 

（５）その他知事が必要と認める書類（代替した車両がある場合は、

代替前の車両についても（２）、（３）の書類か、代替前の車両で

あったことを確認できる書類） 

 



別表第４ 福祉タクシー事業者 

１ 交付対象者及び 

交付対象車両 

【交付対象者】 

（１）次の要件を全て満たすタクシー事業者（福祉輸送事業限定を除 

く。） 

ア 令和７年４月１日から交付申請日までの間継続して事業を実

施した者 

イ 交付申請日以降も事業を継続する予定の者 

ウ 県内に営業所を有する者 

エ 福祉輸送事業を行う者 

（２）次の要件を全て満たすタクシー事業者（福祉輸送事業限定） 

ア 令和７年４月１日から交付申請日までの間継続して事業を実

施した者 

イ 交付申請日以降も事業を継続する予定の者 

ウ 県内に営業所を有する者 

【交付対象車両】 

令和７年４月１日から交付申請日までの間、継続して国土交通省東

北運輸局宮城運輸支局に事業用自動車として届出し、かつ、交付申請

時点で運行を継続し県内の営業所において継続して保有している車両

のうち福祉輸送事業の用に限り使用する車両（リース車両を含む。） 

ただし、市町村等の委託事業の用に限り使用する車両を除く。 

なお、次の車両も対象とする。 

・令和７年４月１日から交付申請日までの間に老朽化等を理由とし

て廃車し、その代替車両がある場合（新旧の車両を合わせて１台

とみなす。） 

２ 交付額 車両１台につき１万円（交付対象車両のうち、別表第３の２交付額に

ついて、交付申請をした車両を除く。以下この表において同じ。） 

３ 申請書の添付書

類 

（１）一般乗用旅客自動車運送事業の許可証の写し 

※（事業の譲渡を受けた場合は）譲渡譲受認可証の写し 

※（許可証又は認可証以外の場合は）運輸支局が発行する証明書

の写し 

※（福祉輸送事業限定の事業者は）許可にあたり付された条件の

全文が分かる書類の写し 

（２）支援金交付対象となる車両の登録番号（車両番号）及び車種区 

分（小型車・普通車など）を記した車両一覧表（個人事業者で、 

所有台数が１台の場合を除く。様式は任意。ただし、令和７年 

４月１日から交付申請日までの間、廃車及び廃車代替購入があっ

た場合にはその旨を付記すること。） 

（３）支援金交付対象となる車両の自動車検査証の写し（電子化された



自動車検査証にあっては自動車検査証記録事項の写し） 

（４）支援金受取口座の通帳の写し（金融機関名・支店名、口座種別、

口座番号・口座名義人確認用） 

（５）その他知事が必要と認める書類（代替した車両がある場合は、代

替前の車両についても（２）、（３）の書類か、代替前の車両であっ

たことを確認できる書類） 

 

  



別表第５ 自動車運転代行業者 

１ 交付対象者及び 

交付対象車両 

【交付対象者】 

（１）宮城県公安委員会より自動車運転代行業の認定を受けている者 

（２）令和７年４月１日から交付申請日までの間、継続して事業を実

施した者 

（３）交付申請日以降も事業を継続する予定の者 

【交付対象車両】 

・令和７年４月１日から交付申請日まで継続して保有し、かつ、運

行を継続している随伴用自動車 

・令和７年４月１日から交付申請日までの間に老朽化等を理由と

して廃車し、その代替車両がある場合（新旧の車両を合わせて１

台とみなす。） 

２ 交付額 車両１台につき１万円 

３ 申請書の添付書類 （１）自動車運転代行業の標識の写し 

（２）支援金交付対象となる随伴用自動車の代行保険（自動車運転代

行業の業務の適正化に関する法律施行規則第２条に規定する損

害賠償責任保険）契約証（又は共済契約証）の写し（随伴用自動

車１台ごと直近のもので、支援金交付対象の所有車の登録番号が

確認できる書類） 

（３）支援金交付対象となる車両の自動車検査証の写し（電子化され

た自動車検査証にあっては自動車検査証記録事項の写し） 

（４）支援金受取口座の通帳の写し（金融機関名・支店名、口座種別、

口座番号・口座名義人確認用） 

（５）その他知事が必要と認める書類（代替した車両がある場合は、

代替前の車両についても（２）、（３）の書類か、代替前の車両で

あったことを確認できる書類） 

 

 

 

 

 


